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１．平成17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 4,151 (△6.5) 167 (△35.7) 179 (△31.8)

16年９月中間期 4,439 (45.0) 260 (94.2) 262 (94.8)

17年３月期 8,537 435 449

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年９月中間期 76 (65.0) 14 97 －  

16年９月中間期 46 (△40.3) 9 07 －  

17年３月期 155 25 33 －  

（注）①持分法投資損益 17年９月中間期 －百万円 16年９月中間期 －百万円 17年３月期 －百万円
②期中平均株式数（連結） 17年９月中間期 5,086,896株 16年９月中間期 5,087,936株 17年３月期 5,087,515株

③会計処理の方法の変更 無
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 7,129 2,578 36.2 506 88

16年９月中間期 7,199 2,371 32.9 466 18

17年３月期 7,136 2,518 35.3 489 93

（注）期末発行済株式数（連結） 17年９月中間期 5,086,575株 16年９月中間期 5,087,025株 17年３月期 5,087,025株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年９月中間期 126 △108 △112 594

16年９月中間期 230 △7 △142 710

17年３月期 427 △54 △313 689

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 ３社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  
連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 9,134 529 276

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）54円22銭
※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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１．企業集団の状況

事業の内容

　当社の企業集団は、当社及び子会社３社で構成され、産業用一般電子部品、電子機器の販売を主な内容としております。

　子会社、東栄電子株式会社及び株式会社タチバナ電子は当社同様、産業用一般電子部品の販売を主な内容としており

ます。

　子会社、酒東不動産管理株式会社は、不動産の管理を主な業務としておりますが、当社グループの売上高、総資産額

及び中間純利益金額に占める割合は僅少であります。

（事業の系統図）

 

商品、製品 

営業所の賃貸 

得意先（主として電子機器メーカー） 

連結子会社 
 
 東栄電子㈱ 

連結子会社 
 
 ㈱タチバナ電子 

当           社 

連結子会社 
 
 酒東不動産管理㈱ 

商品 商品 

商品 商品 

 

（関係会社の状況）

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

酒東不動産管理㈱

（注）
東京都千代田区 100,000 不動産の賃貸 100.0

当社へ建物を賃貸し

ている。

当社より資金援助を

受けている。

役員の兼任　３名

東栄電子㈱ 東京都千代田区 16,000 電子部品の販売 100.0

当社及び当該会社が

販売する電子部品の

一部を相互に供給し

ている。

役員の兼任　２名

㈱タチバナ電子
埼玉県さいたま

市
15,000 電子部品の販売 100.0

当社及び当該会社が

販売する電子部品の

一部を相互に供給し

ている。

当社より資金援助を

受けている。

役員の兼任　１名

　（注）　特定子会社に該当しております。
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２．経営方針

(1）経営の基本方針

　当社は、「お客の役に立て」を経営の基本理念として、時代の変化に対応しながら常に取引先に信頼され、支持さ

れるため努力を惜しまず行動する会社を目指しております。

　更にこれを実現するため社員や仕入先、株主の皆様、それに経済活動の基盤となる社会からの期待に応えられるよ

うな会社となることを目標としております。

(2）利益配分に関する基本方針

　利益配分は、当社にとって最重要事項と認識し、業績の動向、財務体質、配当性向等を勘案しながら、株主の皆様

のご期待に添うよう安定した配当を行うことを基本方針としております。

　また当社は、企業体質の一層の充実強化と先端的新規電子部品の開拓に積極的に取り組んでおり、この観点から、

内部留保も長期的な株主の皆様の利益確保のために必要不可欠と考えております。

　従いまして可能な限り高水準かつ安定した配当を行ってまいります。

(3）中長期的経営戦略と対処すべき課題

　技術革新や需要変化の激しい当エレクトロニクス業界において、安定的な収益の確保のためには高付加価値の商品

の開拓と顧客に密着したサービスの徹底が基本と考えております。このため商品メーカーとセットメーカーとの中間

にあって双方の需要、情報を適切に把握し相手方に提供する任務を有しております。

　これに基づいた新商品の取扱い外国製半導体の積極的取込により将来に向けた業容拡大の基盤を構築してまいりま

す。加えて国内産業に留まらず海外市場への積極的進出を計り、当面中国市場への拠点確保を推進いたします。

(4）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、企業業績の維持向上と企業価値の増大等により、株主、顧客をはじめ広く関係者の負託に応えるべく経営

の意思決定と執行における透明性、公正性の確保、コンプライアンスの徹底に向けた監視、監督機能の強化等を図る

ため、株主重視の公正な経営システムの構築と適切な運営に努めております。

　（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況）

　当社は、監査役制度を採用し、会社の機関として商法に規定する取締役会及び監査役会を設けており、重要な業務

執行の監督を行っております。

　取締役会は、平成17年９月30日現在取締役５名で構成され、経営方針、経営戦略の決定機関ならびに業務執行監督

機関として、経営責任を負っております。また、取締役会は月１回の定例の取締役会のほか必要に応じて臨時で取締

役会を開催しております。

　監査役会は、平成17年９月30日現在監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、監査役会の定めた監査の方針、

業務の分担に従い取締役会への出席や業務、財産の状況等を通じ取締役の職務遂行の監査を行っております。監査役

会は月１回は開催することにしております。また、内部監査室、会計監査人と必要に応じて会合をもち情報交換を行っ

ております。

　内部監査室は、社長直轄の独立した業務監査部門として内部監査室１名が「内部監査規定」に基づき、各部門の業

務執行状況及び財産管理の実態を調査し内部統制の向上に勤めております。 

　（内部監査及び監査役監査、会計監査の状況）

　内部監査室、監査役、会計監査人は業務報告等の定期的な打合せを含め必要に応じ随時情報の交換を行うことで連

携を高めております。 

　会計監査人は新日本監査法人に依頼し、公正不偏な立場からの監査が実施される環境を整備しております。 

　当社の会計監査業務を担当した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続年数は以下の通りであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 監査法人名 継続監査年数

指定社員　業務執行社員　松本正一郎 新日本監査法人 （注）

指定社員　業務執行社員  井上秀之 新日本監査法人 （注）

 （注）継続年数については、７年以内であるため省略しております。

　また、当該会計監査業務にかかる補助者の構成は公認会計士２名、会計士補１名の計３名であります。
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（会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他利害関係の概要）

　社外監査役と当社との間には、取引関係その他利害関係はありません。なお、当社に社外取締役はおりません。

（最近一年間におけるコーポレート・ガバナンス充実のための取り組み実施状況）

　最近一年間において取締役会は17回開催され、経営に関する重要事項を決定しております。また監査役会は13回開

催され、取締役の業務執行状況の把握及び会計監査人や内部監査室の監査内容の聴取などを行っております。 

(5）親会社等に関する事項

　該当事項はありません
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３．経営成績及び財政状態

(1）経営成績

　当中間期におけるわが国経済は、原油価格の高騰など懸念材料を抱えているものの、企業収益の改善に伴う設備投

資や個人消費が概ね堅調に推移し、景気は緩やかな回復基調にあります。

　当社グループが関連いたしますエレクトロニクス業界は昨年の半ば以降ＩＴ分野の生産、在庫調整などの影響によ

り厳しい状況のまま推移いたしました。

  業績への影響を極力回避するため当社は新製品の取扱い、新市場、新規顧客の開拓と併せ産業機器全体への売込み

と既存得意先への取引深耕に努力してまいりましたが満足出きる成果には至りませんでした。 

　この結果、当中間連結会計期間の業績は

１）売上高は前年同期比6.5％減の4,151百万円となりました。

２）営業損益の面でも売上高減少の影響で、営業利益は前年同期比35.7％減の167百万円にとどまりました。

３）経常損益につきましても営業利益減少により、経常利益は前年同期比31.8％減の179百万円となりましたが、当

期損益は、前中間連結会計期間におきまして「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用し減損損失を186百万

円計上していたため、当中間純利益は前年同期比65.0%増の76百万円となりました。

(2）財政状態

①　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの収入は、前中間連結会計期間に比べ104百万

円減少し、126百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローの支出は、前中間連結会計期間に比べ101百万

円増加し、108百万円となりました。これは有形固定資産の取得による支出が86百万円あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローの支出は、前中間連結会計期間に比べ29百万

円減少し、112百万円となりました。これは、短期借入れによる収入が48百万円増加したことによるものです。

　以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間連結会計期間末残高に比べ116百万円減少し、594百

万円となりました。

②　キャッシュ・フロー指標のトレンド

平成16年９月中間期 平成17年９月中間期 平成17年３月期

自己資本比率（％） 32.9 36.2 35.3

時価ベースの自己資本比率（％） 33.3 48.6 31.4

債務償還年数（年） 7.1 11.1 3.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 17.3 11.1 17.1

　（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。
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(3）通期の見通し

　当社グループが関連いたしますエレクトロニクス業界は、生き残りを掛け激しい競争の中従来以上に「価格の引き

下げ要請」「納期の短縮」が強くなっており総力を結集してスピード対応することが急務となっております。

　引き続き新商品の取扱い、外国製半導体の積極的取り組み、新規顧客の開拓、既存得意先への取引深耕を図り、顧

客から「信頼」される企業を目指して努力してまいります。

　平成18年３月期の見通しとしましては、売上高9,134百万円（前期比7.0％増）、経常利益529百万円（前期比17.8％

増）、当期純利益276百万円（前期比78.1％増）をそれぞれ見込んでおります。

　（注）　上記の平成18年３月期連結業績予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しておりますので、予想に

内在する不確定要因や、今後の事業運営における状況の変更等により、実際の業績は上記の予想数値と異

なる場合がありますことをご了承ください。
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４．中間連結財務諸表等
(1）中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２  1,120,588   1,004,531   1,099,720  

２．受取手形及び売掛金   2,369,576   2,238,029   2,316,089  

３．たな卸資産   462,518   403,699   386,359  

４．繰延税金資産   37,982   34,482   39,703  

５．その他   25,802   16,839   20,463  

貸倒引当金   △14,635   △13,753   △13,063  

流動資産合計   4,001,833 55.6  3,683,829 51.7  3,849,270 53.9

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※1.2 401,514   382,519   393,184   

(2）土地 ※２ 1,044,247   1,140,424   1,044,247   

(3）その他 ※１ 15,504 1,461,266  11,552 1,534,497  12,656 1,450,088  

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  18,795   14,618   16,707   

(2）その他  39,502 58,298  37,402 52,021  38,402 55,109  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 730,257   938,482   836,940   

(2）保険積立金 ※２ 537,789   576,907   556,835   

(3）繰延税金資産  301,016   237,923   282,957   

(4）その他  145,838   134,247   136,291   

貸倒引当金  △37,247 1,677,655  △28,397 1,859,162  △31,224 1,781,799  

固定資産合計   3,197,220 44.4  3,445,681 48.3  3,286,998 46.1

資産合計   7,199,053 100.0  7,129,511 100.0  7,136,269 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛金   2,115,647   2,018,505   1,996,099  

２．短期借入金 ※２  903,750   898,000   842,250  

３．１年以内償還予定社
債

  40,000   20,000   40,000  

４．１年以内返済予定長
期借入金

※２  176,510   157,195   174,913  

５．未払法人税等   67,367   86,520   112,380  

６．その他   132,224   123,504   146,213  

流動負債合計   3,435,500 47.7  3,303,724 46.3  3,311,856 46.4

Ⅱ　固定負債           

１．社債   220,000   200,000   200,000  

２．長期借入金 ※２  285,865   128,670   198,509  

３．退職給付引当金   24,641   28,236   28,761  

４．役員退職慰労引当金   846,310   875,297   863,080  

５．その他   15,282   15,282   15,282  

固定負債合計   1,392,098 19.4  1,247,485 17.5  1,305,632 18.3

負債合計   4,827,598 67.1  4,551,210 63.8  4,617,489 64.7

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   500,000 6.9  500,000 7.0  500,000 7.0

Ⅱ　資本剰余金   372,500 5.2  372,500 5.2  372,500 5.2

Ⅲ　利益剰余金   1,400,537 19.4  1,498,341 21.0  1,509,727 21.2

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  100,145 1.4  209,532 3.0  138,280 1.9

Ⅴ　自己株式   △1,728 △0.0  △2,072 △0.0  △1,728 △0.0

資本合計   2,371,454 32.9  2,578,300 36.2  2,518,780 35.3

負債・資本合計   7,199,053 100.0  7,129,511 100.0  7,136,269 100.0
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(2）中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結損益計算書

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,439,398 100.0  4,151,987 100.0  8,537,982 100.0

Ⅱ　売上原価   3,612,407 81.4  3,388,337 81.6  6,961,425 81.5

売上総利益   826,991 18.6  763,650 18.4  1,576,556 18.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  566,381 12.7  596,146 14.4  1,141,228 13.4

営業利益   260,610 5.9  167,503 4.0  435,327 5.1

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  250   183   578   

２．受取配当金  2,771   13,184   3,298   

３．不動産賃貸収入  11,133   10,881   22,014   

４．仕入割引  6,926   6,319   13,312   

５．その他  1,662 22,744 0.5 3,733 34,302 0.8 13,962 53,166 0.6

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  13,327   11,281   25,243   

２．不動産賃貸費用  4,543   3,775   8,494   

３．手形売却損  －   2,312   4,312   

４．補償金  －   5,295   －   

５．その他  2,897 20,768 0.5 62 22,727 0.5 1,025 39,075 0.4

経常利益   262,585 5.9  179,079 4.3  449,418 5.3

Ⅵ　特別利益           

１．役員退職慰労引当金
戻入益

 50,172   1,000   50,172   

２．その他  5,000 55,172 1.3 － 1,000 0.0 5,000 55,172 0.6

Ⅶ　特別損失           

  １．減損損失 ※２ 186,697   －   186,697   

２. 投資有価証券評価損  －   20,396   3,317   

３．その他  4,147 190,844 4.3 － 20,396 0.5 － 190,014 2.2

税金等調整前中間
（当期）純利益

  126,913 2.9  159,683 3.8  314,576 3.7

法人税、住民税及
び事業税

 63,526   82,153   151,822   

法人税等調整額  17,218 80,744 1.9 1,371 83,525 2.0 7,393 159,216 1.9

中間（当期）純利
益

  46,169 1.0  76,157 1.8  155,359 1.8

           

－ 9 －



(3）中間連結剰余金計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結剰
余金計算書

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）        

Ⅰ　資本剰余金期首残高   372,500  372,500  372,500

Ⅱ　資本剰余金中間期末（期
末）残高

  372,500  372,500  372,500

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ　利益剰余金期首残高   1,429,253  1,509,727  1,429,253

Ⅱ　利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  46,169 46,169 76,157 76,157 155,359 155,359

Ⅲ　利益剰余金減少高        

１．配当金  50,885  61,044  50,885  

２．役員賞与  24,000 74,885 26,500 87,544 24,000 74,885

Ⅳ　利益剰余金中間期末（期
末）残高

  1,400,537  1,498,341  1,509,727
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(4）中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

    

税金等調整前中間（当期）
純利益

 126,913 159,683 314,576

減価償却費  14,733 13,235 29,096

連結調整勘定償却額  2,088 2,088 4,176

減損損失  186,697 － 186,697

貸倒引当金の増加額（減少
額）

 9,267 △2,137 1,673

退職給付引当金の増加額
（減少額）

 1,242 △525 5,362

役員退職慰労引当金の増加
額（減少額）

 △91,907 12,217 △75,137

投資有価証券評価損  4,147 20,396 3,317

受取利息及び受取配当金  △3,022 △13,367 △3,876

支払利息  13,327 11,281 25,243

売上債権の増加額（減少
額）

 △47,401 78,059 4,983

たな卸資産の増加額（減少
額）

 △6,730 △17,340 69,429

仕入債務の増加額  126,774 22,406 7,226

未払消費税等の増加額（減
少額）

 7,866 △24,298 17,523

長期前払費用の増加額  － △1,512 －

その他の流動資産の増加額  △1,058 △5,764 △7,773

その他の流動負債の増加額  5,848 1,194 10,446

役員賞与の支払額  △24,000 △26,500 △24,000

その他  △1,842 6,017 8,501

小計  322,944 235,133 577,465

利息及び配当金の受取額  3,118 13,561 3,809

利息の支払額  △13,325 △11,340 △25,018

法人税等の支払額  △81,993 △111,205 △128,333

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 230,744 126,148 427,923
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前中間連結会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

    

有形固定資産の取得による
支出

 △1,262 △86,927 △4,572

投資有価証券の取得による
支出

 △1,832 △1,803 △43,387

保険積立金支出  △16,991 △20,072 △36,036

短期貸付金の払込による支出  △14,000 － △14,000

短期貸付金の回収による収入  － － 14,000

長期貸付金の回収による収
入

 390 390 780

差入保証金の返還による収
入

 27,369 136 27,369

その他  △1,149 △264 1,047

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △7,476 △108,540 △54,799

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

    

短期借入れによる収入  201,250 250,000 341,250

短期借入金の返済による支
出

 △181,500 △194,250 △383,000

長期借入金の返済による支
出

 △90,749 △87,556 △179,702

社債償還による支出  △20,000 △20,000 △40,000

配当金の支払額  △50,607 △60,645 △50,877

その他  △818 △344 △818

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 △142,425 △112,796 △313,149
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前中間連結会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額

 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額  80,843 △95,189 59,974

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高

 629,245 689,220 629,245

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高

※ 710,088 594,031 689,220
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。

当該子会社は、酒東不動産管理㈱、

東栄電子㈱、㈱タチバナ電子の３社

であります。

子会社は全て連結しております。

同左

子会社は全て連結しております。

同左

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左 同左

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

連結子会社の中間期の末日と中間連

結決算日は一致しております。

同左 連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

当社

主として移動平均法による原

価法

②たな卸資産

当社

同左

②たな卸資産

当社

同左

 連結子会社

最終仕入原価法及び移動平均

法による原価法

（会計方針の変更）

　当中間連結会計期間より、

一部連結子会社において、た

な卸資産の評価基準及び評価

方法を最終仕入原価法から移

動平均法による原価法に変更

しております。この変更は、

新たな販売管理システムの導

入によるものであります。な

お、これによる影響額は軽微

であります。

連結子会社

最終仕入原価法及び移動平均

法による原価法

────── 

 

連結子会社

最終仕入原価法及び移動平均

法による原価法

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、一部

連結子会社において、たな卸

資産の評価基準及び評価方法

を最終仕入原価法から移動平

均法による原価法に変更して

おります。この変更は、新た

な販売管理システムの導入に

よるものであります。なお、

これによる影響額は軽微であ

ります。

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

 ①有形固定資産

定率法

主な耐用年数

①有形固定資産

同左

①有形固定資産

同左

 建物及び構築物 ３～50年   

 ②無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

①貸倒引当金

同左

 ②退職給付引当金

当社及び一部の連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末に

おける退職給付債務（直近の

年金財政計算上の責任準備金

を退職給付債務とする簡便

法）及び年金資産に基づき計

上しております。

②退職給付引当金

同左

②退職給付引当金

当社及び一部の連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務（直近の年金

財政計算上の責任準備金を退

職給付債務とする簡便法）及

び年金資産に基づき計上して

おります。

 ③役員退職慰労引当金

当社は、役員退職慰労金の支

出に備え、役員退職慰労金規

定に基づく当中間連結会計期

間末要支給額を計上しており、

連結子会社は計上しておりま

せん。

③役員退職慰労引当金

同左

③役員退職慰労引当金

当社は、役員退職慰労金の支

出に備え、役員退職慰労金規

定に基づく期末要支給額を計

上しており、連結子会社は計

上しておりません。

 (ニ)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(ニ)重要なリース取引の処理方法

同左

(ニ)重要なリース取引の処理方法

同左

 (ホ)重要なヘッジ会計の方法 (ホ)重要なヘッジ会計の方法 (ホ)重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については、

すべて特例処理の要件を満た

しているため、特例処理に

よっております。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ手段

同左

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

変動金利借入金

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

 ③ヘッジ方針

変動金利借入金利息の将来の

金利上昇による増加を軽減す

ることを目的に、変動金利受

取固定金利支払の金利スワッ

プ取引を行っています。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっているため、

有効性の評価は省略しており

ます。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 (ヘ)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(ヘ)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(ヘ)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 ①消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

①消費税等の会計処理

同左

①消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負

わない、取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 同左

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

　第６号　平成15年10月31日）が平

成16年３月31日に終了する連結会計

年度に係る連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中

間連結会計期間から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。こ

れにより経常利益が3,466千円増加し、

税金等調整前中間純利益は183,230千

円減少しております。

　  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り経常利益が6,931千円増加し、税金

等調整前当期純利益は179,766千円減

少しております。 

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。

　  なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

────── （連結損益計算書）

　前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「手形売却損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間における「手形売却損」の

金額は2,469千円であります。

　前中間連結会計期間まで特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「投資有価証券評価損」は、特別

損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券評

価損」の金額は4,147千円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「投資その他の

資産の増加額（減少額）」は、当中間連結会計期間にお

いて、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に含

めております。

　なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「投資その他の資産の増加額」は34千円であります。

 

──────

　

　

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、実務対応報告第12号「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会　

平成16年２月13日）に基づき、当中

間連結会計期間から法人事業税のう

ち付加価値割及び資本割3,059千円を

販売費及び一般管理費として計上し

ております。　

──────

　

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する連結会計年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員

会　平成16年２月13日）に基づき、

当連結会計年度から法人事業税のう

ち付加価値割及び資本割6,116千円を

販売費及び一般管理費として計上し

ております。　
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度
（平成17年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、605,827千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、614,266千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、602,497千円であります。

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物及び構築
物

188,120千円

土地 923,832千円

投資有価証券 162,520千円

保険積立金 237,356千円

計 1,511,829千円

建物及び構築
物

179,197千円

土地 923,832千円

投資有価証券 214,000千円

保険積立金 237,364千円

計 1,554,394千円

建物及び構築
物

183,131千円

土地 923,832千円

投資有価証券 192,500千円

保険積立金 399,564千円

計 1,699,028千円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 850,000千円

１年以内返済
予定長期借入
金

168,138千円

長期借入金 274,616千円

計 1,292,755千円

短期借入金 870,000千円

１年以内返済
予定長期借入
金

152,129千円

長期借入金 122,487千円

計 1,144,616千円

短期借入金 810,000千円

１年以内返済
予定長期借入
金

168,797千円

長期借入金 190,052千円

計 1,168,849千円

(2）取引保証金として担保に供

している資産

 現金及び預金 500千円

(2）取引保証金として担保に供

している資産

 現金及び預金 500千円

(2）取引保証金として担保に供

している資産

 現金及び預金 500千円

　３．受取手形割引高

裏書手形譲渡高

516,032千円

30,898千円

　３．受取手形割引高

裏書手形譲渡高

513,795千円

28,104千円

　３．受取手形割引高

裏書手形譲渡高

285,568千円

23,013千円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主

な項目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主

な項目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主

な項目及び金額

給与・賞与手
当

308,629千円

退職給付費用 16,062千円

役員退職慰労
引当金繰入額

16,120千円

賃借料 38,914千円

貸倒引当金繰
入額

9,267千円

連結調整勘定
償却額

2,088千円

給与・賞与手
当

325,985千円

退職給付費用 16,721千円

役員退職慰労
引当金繰入額

16,497千円

賃借料 46,862千円

貸倒引当金繰
入額

12千円

連結調整勘定
償却額

2,088千円

給与・賞与手
当

630,851千円

退職給付費用 35,070千円

役員退職慰労
引当金繰入額

32,890千円

賃借料 77,708千円

貸倒引当金繰
入額

8,290千円

連結調整勘定
償却額

4,176千円

※２．減損損失

減損損失 186,697千円

※２．　　　───── ※２．減損損失

減損損失 186,697千円

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しまし

た。

場所 用途 種類 件数

千葉県
遊休不動
産

土地 １件

東京都　
他

賃貸不動
産

建物及び
土地等

２件

神奈川県
　他

福利厚生
施設 

建物及び
土地等

４件

 当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 件数

千葉県
遊休不動
産

土地 １件

東京都　
他

賃貸不動
産

建物及び
土地等

２件

神奈川県
　他

福利厚生
施設 

建物及び
土地等

４件

 

当社グループは、営業所ごとに

継続的な収支の把握を行っている

ことから各営業所をグルーピング

の最小単位とし、また遊休資産及

び賃貸不動産については各資産を

グルーピングの最小単位としてお

ります。本社施設等については独

立したキャッシュ・フローを生み

出さないことから共用資産として

おります。

 当社グループは、営業所ごとに

継続的な収支の把握を行っている

ことから各営業所をグルーピング

の最小単位とし、また遊休資産及

び賃貸不動産については各資産を

グルーピングの最小単位としてお

ります。本社施設等については独

立したキャッシュ・フローを生み

出さないことから共用資産として

おります。 

近年の予想し得ない不動産価格

の下落等により、上記の資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（186,697千

円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物及び構築物

88,569千円、土地68,560千円、無

形固定資産（借地権）23,794千円

及びその他5,773千円であります。 

 近年の予想し得ない不動産価格

の下落等により、上記の資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（186,697千

円）として特別損失に計上しまし

た。その内訳は、建物及び構築物

88,569千円、土地68,560千円、無

形固定資産（借地権）23,794千円

及びその他5,773千円であります。 
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前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

なお、当該資産の回収可能価額

は正味売却価額と使用価値のいず

れか高い価額としました。正味売

却価額は、不動産鑑定評価基準に

基づいて算定した見積価額から処

分費用見込額を差し引いて算定し、

使用価値は将来キャッシュ・フロー

見積額を8～9％で割り引いて算定

しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額

は正味売却価額と使用価値のいず

れか高い価額としました。正味売

却価額は、不動産鑑定評価基準に

基づいて算定した見積価額から処

分費用見込額を差し引いて算定し、

使用価値は将来キャッシュ・フロー

見積額を8～9％で割り引いて算定

しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

現金及び預金
勘定

1,120,588千円

預入期間が
３ヶ月を超え
る定期預金

△410,000千円

担保に供して
いる定期預金

△500千円

現金及び現金
同等物

710,088千円

現金及び預金
勘定

1,004,531千円

預入期間が
３ヶ月を超え
る定期預金

△410,000千円

担保に供して
いる定期預金

△500千円

現金及び現金
同等物

594,031千円

現金及び預金
勘定

1,099,720千円

預入期間が
３ヶ月を超え
る定期預金

 △410,000千円

担保に供して
いる定期預金

△500千円

現金及び現金
同等物

689,220千円
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①　リース取引

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 30,762 24,487 6,275

ソフトウェア 7,585 1,011 6,574

合計 38,348 25,498 12,849

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

器具及び備品 19,585 12,972 6,613

ソフトウェア 7,585 2,528 5,057

合計 27,171 15,501 11,670

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

器具及び備品 16,056 11,298 4,757

ソフトウェア 7,585 1,770 5,815

合計 23,642 13,068 10,573

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,247千円

１年超 9,401千円

合計 13,649千円

１年以内      4,697千円

１年超      8,139千円

合計      12,836千円

１年以内      4,302千円

１年超       7,236千円

合計      11,539千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 3,008千円

減価償却費相当額 3,122千円

支払利息相当額 189千円

支払リース料 2,562千円

減価償却費相当額 2,432千円

支払利息相当額    200千円

支払リース料   4,545千円

減価償却費相当額 4,663千円

支払利息相当額 352千円

４．減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

４．減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

４．減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

減価償却費相当額の算定方法

同左

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

利息相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

－ 21 －



②　有価証券

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1）株式 211,606 380,457 168,850

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 211,606 380,457 168,850

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式のうち、中間決算日の市場価格が取得原価に比べ

て50％以上下落しているその他有価証券について4,147千円減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 49,800

優先出資証券 300,000

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1）株式 215,794 569,078 353,283

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 215,794 569,078 353,283
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２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 69,404

優先出資証券 300,000

 （注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式のうち、実質価額が取得原価に比べて50％以上下

落しているその他有価証券について20,396千円減損処理を行っております。

 

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 213,991 447,140 233,149

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 213,991 447,140 233,149

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、3,317千円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 89,800

優先出資証券 300,000

③　デリバティブ取引

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はありません。

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はありません。

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、該当事項はありません。
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④　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループは、産業用一般電子部

品、電子機器の販売を行っており、事業区分としては、単一のセグメントであるため、事業の種類別セグメント

の記載をしておりません。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。

（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 466円18銭

１株当たり中間純利益 9円07銭

１株当たり純資産額 506円88銭

１株当たり中間純利益 14円97銭

１株当たり純資産額 489円93銭

１株当たり当期純利益 25円33銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 46,169 76,157 155,359

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 26,500

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） (26,500)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
46,169 76,157 128,859

期中平均株式数（千株） 5,087 5,086 5,087

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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５．生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、産業用一般電子部品・電子機器の販売を行っており、事業区分としては

単一のセグメントであるため、事業の種類別セグメントの記載はしておりませんので、品名別に示すと次のとおりです。

品名

前中間連結会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

電子機器
（エレクトロニクスモジュールボードコ
ントロールユニット）

362,545 254,986 677,410

　（注）１．生産高は、製造原価により表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、産業用一般電子部品・電子機器の販売を行っており、事業区分としては単一のセグメントである

ため、事業の種類別セグメントの記載はしておりませんので、品名別に示すと次のとおりです。

品名

前中間連結会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

商品

一般電子部品 1,798,442 244,087 1,949,042 329,008 3,474,938 244,250

電源 1,400,881 214,529 1,305,099 184,662 2,730,235 175,627

電子デバイス 562,141 105,387 536,024 151,356 1,071,040 101,132

その他 190,355 9,367 247,008 88,431 361,687 14,101

製品

電子機器 381,677 70,260 312,130 37,617 744,305 58,646

合計 4,333,498 643,633 4,349,305 791,075 8,382,207 593,757

　（注）上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当社グループは、産業用一般電子部品・電子機器の販売を行っており、事業区分としては単一のセグメントである

ため、事業の種類別セグメントの記載はしておりませんので、品名別に示すと次のとおりです。

品名

前中間連結会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

商品

一般電子部品 1,860,332 1,864,284 3,536,665

電源 1,379,585 1,296,064 2,747,840

電子デバイス 590,194 485,800 1,103,348

その他 190,379 172,678 356,976

製品

電子機器 418,908 333,159 793,150

合計 4,439,398 4,151,987 8,537,982

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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